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件 名 
委員会で虚偽等事実と異なった答弁を行った職員に対する罰則規定

設置についての陳情 

 

【陳情の趣旨】 

令和６年５月に目黒区に転居して以来、生活上困っていることが発生してい

て、区の職員に通報したり区長へのメールを送ってみたが一向に改善されないた

め、陳情を提出した。 

陳情７第３５号、陳情８第２号の場で土木管理課長が答弁したが、明らかに事

実と異なった発言をされていた。 

それは、虚偽であったり、勘違いであったり、ご本人の誤った解釈によるもの

であるが、区民からの税金を使って運用されている区議会の委員会で事実と異な

った内容が述べられていることは大変問題である。 

区議会の委員会という正式な場で、下記の様ないい加減な答弁をしても、許さ

れてしまい罰則もないのでは、区民としては到底看過できないので、罰則規定を

設けて厳重に処分して欲しい。 

又、今後間違いが指摘された場合、どのように対応するかも決めて欲しい。 

委員会での事実と異なった答弁は次のようなものがあった。 

 

１ 自宅前のラバーポールについては、警察とやり取りした過程でラバーポール

については警察は一切関係ない、警察がラバーポールについて、取れとか取る

なということはないと言われている。 

警察から言われた内容を区の担当者にも伝えてあるのにもかかわらず、その

後も警察と協議したという事実と違う答弁を繰り返している。 

 

２ 自宅前のラバーポールについては区に任されているので法律上問題ないと

いう誤った答弁を繰り返している。 

私はこのラバーポールが法令に則した立て方でないことを、国土交通省に

１０回ほど、確認していて細かく問い合わせているので間違いはないとも思わ

れる。又、この件については区の担当者から私と区の意見が異なっているとい

うことだと言われたが、私と区の意見は異なっているが、私と国土交通省、東

京都、他の市区町村の意見は合っている。 

つまり目黒区だけ別の意見を持っているということになる。 

国土交通省の回答は、道路構造令には、その中にはすでに柔軟規定が盛り込

まれているのでそれを利用して工夫して柔軟に運用するようにということであ

って当然「法律の範囲内で」ということであり、道路管理者が勝手にルールを

決めていいという内容ではない。 

国土交通省のホームペーシで公表されている「道路構造令について～道路構

造令の概要～」１１８ページの資料にすべて書かれているとのことだった。 

国土交通省の担当者から、今回のケースは道路構造令の建築限界の規定に違

反した状況ではあるが、国土交通省が直接指導する立場にはないため、国土交

通省が運営する道路緊急ダイアルに私の方から通報してみて下さい、目黒区は

対応しなければならないと思いますとアドバイスされたため道路緊急ダイアル

に通報した。ここまで国土交通省に言われているのに委員会で問題ないという

答弁を繰り返している。 



 

３ ここは通学路だという発言が複数繰り返されたが自宅前の道路は現在通学

路ではない。 

引っ越してきた当時、自宅前の道路に通学路の標識が立てられているのに子

供が通学している姿を全く見かけないので、近所の人に聞いてみたところ、こ

の道路が通学路だったのはかなり昔の話で今は通学路ではないということだっ

た。 

区の職員や議員は通学路の標識が立っていたので通学路だと誤解して委員会

での議論を進めていたと思われる。 

委員会後に指摘したら、明確な回答がなかったが、数か月経って知らない間

に標識が撤去されていることに気がついた。 

区の代表電話に電話したところ担当者が対応してくださり、教育政策課に確

認したらここはかなり前から通学路ではなくなっていたが、標識が立ったまま

になっていたので、数ヶ月前に取ったという回答を頂いた。 

つまり、委員会で通学路だったと言っていたのは事実と異なる答弁であった

ことが明確となった。 

 

４ 区の顧問弁護士に確認したという答弁があったが、実際に区の顧問弁護士に

確認したという事実はなく、区民の法律相談を担当している方に無料で相談に

乗ってもらったようだ。区の顧問弁護士ではない弁護士が区の相談に乗ること

は大変問題であり、弁護士会に懲戒請求すべき事案である。 

 

５ 町会に確認したというのは全くの虚偽の答弁である。 

私は転居後すぐに町会に加入し、会長と面識があり、この件も相談済みであ

る。 

 

６ 自宅前のラバーポールについて情報開示請求を行ったところ「開示請求に係

る行政情報を保有していないため」開示を拒否された。 

文書を有していないはずなのに、都市環境委員会で、設置当時地域の住民の

方から安全確保と交通安全対策を求められたと述べているが、文書がないなら

何故このような当時の状況が分かるのか、根拠のない話を勝手に作って話して

いるので虚偽の答弁だと思われる。 

このようないい加減な発言を税金を使って実施している委員会でするべき

ではない。 

 

以上、確認しただけでも多くの虚偽等の答弁があり、区民として看過できない。 

私としては、地方公務員法違反で告発を検討しているが、今回のケースに限ら

ず、委員会で虚偽等の事実と異なった答弁をした職員については、罰則の適用等

何らかの処分をするべきだと思う。 

 

【陳情事項】 

１ 委員会で虚偽等事実と異なった答弁した職員に対する罰則規定を設けてくだ 

さい。 

２ 今後間違いが指摘された場合、どのように対応するかも決めてください。 

 

 


